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3.宇宙通信の碁盤技術

電波伝搬環境と高稼働率化技術

唐 沢 好 男
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衛星通信で問題となる電波伝搬環境を,｢用いられる周波数に起囚する硯象｣と ｢サーービスが提

供される環境がもたらす現象｣とに大別し,衛星通信と電波伝搬の関係を整埋して述べる.その中

で,高い周波数帯が用いられる場合に最も重要な問題となる降雨減衰と,マルチメディア時代の一

翼を担うと期待されるパーソナル衛星通信の電波伝搬環境を詳しく取り上げ,これら伝搬推定法確

j:/A_に至る背景に焦点を当てる.また,高稼働率化技袖として ｢サイトダイバーシテ｣,｢衛星資源適

応分配技術｣,｢衛星ダイバーシナ｣を紹介する.

キ-ワード:降雨減衰,移動体衛星伝搬,サイトダイバーシナ,衛星資源適応分配技術,衛星ダイ

バ､-シチ

1. は じめ に

衛星通信には固定通信サービスや放送サービ

ス,更には移動体を対象としたサービスがある.

また,用いられる周波数も準マイクロ波帯から

ミリ波帯まで広範である.電波伝搬劣化をもた

らす要因は,用いられる周波数によるもの (高

い周波数帯で影響が大 きい降雨減衰など) と

サービスが提供される環境がもたらすもの (例

えば,移動体衛星通信サービスに特有な伝搬遮

へいやマルチパスフェージング)とがあり,二

つの側面からみる必要がある.

2.では,このような衛星通信 と電波伝搬の

関係 を整理 して述べる,3.では,高い周波数

帯電波が用いられる場合に最も重要な問題とな

る降雨減衰を取 り上げる.原因となる降雨の性

質 (日本の降雨事情)や降雨減衰の推定法の研

究を紹介 し,その対策としてのサイトダイバー

シチ,衛星資源適応分配 (Onboard Resources

AdaptiveSharlng) 技術を述べる.4.では,移

動体 (パーソナル)衛星通信に着目し,非常に
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複雑な電波環境ながら新 しい伝搬モデルが構築

されつつある現状を紹介する.また,高稼働率

化の切札と期待される衛星ダイバーシテを取 り

しげ,緒についたばかりの研究の一端を述べる.

2.衛星回線における伝搬劣化要因

図 1は衛星通信で問題 となる各種伝搬劣化要

囚を硯象別に示 したものである.固定衛星通信

サービスでは,伝搬路上に遭-い物が存在 しな

い見通し内回線であるため大部分の時間におい

ては電波伝搬上の問題はない.それでもこれが

問題として取 り上げられるのは,回線の高信頼

度が求められるためである.例えば,回線の年

間稼働率 を99.99%以上 とす るためには,

0.01%以下の時間 (1年間で約 52分)でしか

回線断が許されない.このように,まれにしか

起らないような事象に焦点を当てると,そこに

は豪雨によってもたらされる電波の減衰や偏波

特性 (交差偏波識別度,XPD ともよばれる)

の劣化(肌か,磁気嵐発生に伴う電離圏シンチレー

ション (信号強度が激 しく変動する現象),地
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図 l 衛星-地上伝搬路に発生する伝搬劣化要因

表大気の屈折率の揺らぎによって生 じる対流圏

シンチレーション等がある.どんなに元気な人

でも,1年に1日くらいは風邪や二日酔いで体

調を崩 し,医者のお世話になろう.医者はこの

ようにして常時病人ばか りを診ることになる

が,それは ｢一人一人がいつも不健康状態であ

る｣ということでは決してない.電波伝搬の問

題認識は,医者の視点と共通するところが多い

と筆者は考えている.

固定衛星通信の場合には,自然現象 (電波気

象)の影響を受ける形で伝搬問題が発生 し,そ

用 語 解 説

偏波斗割隻の劣化 偏波面(電界の振動方向)

が本来の形からひずむこと.例えば,円偏波が

だ円偏波に変るような現象.直交する二つの偏

波に別々の情報を乗せて送ると干渉が生じる.

等価通路長 実効的な雨中伝搬距離.同じ

時間率に対する二つの統計値 (減衰量と降雨強

痩)を結び付ける仮想的な量である,時間の関

数で与えられ,時間率が小さいところでは等価
通路長も短い.

れぞれの現象特有の周波数 ･衛星仰角 ･地域 ･

季節依存性をもつ.表 1ほ,各現象について,

その原因 ･特徴 ･対策をまとめている,それぞ

れの詳細については,本分野を対象としてまと

められた教科書'))を参照されたい.降雨減衰に

ついては3.で詳 しく述べる.

移動体衛星通信の場合にはそのサービスの対

象とする環境に起因して伝搬問題が生じる.表

2は四つのサービス ｢海事衛星通信 (船舶を対

象とした通信 :MMSS),航空衛星通信 (AMSS),

陸上移動体衛星通信 (LMSS-Ⅴ :Vehicular),

パーソナル衛星通信 (LMSS-P:Personal)｣に

ついて電波伝搬環境の特徴をまとめている(2㌧

海事 衛星通信 (MMSS) や航空衛星 通信

(AMSS)では直接波と海面からの反射波の l-I

渉によって生 じるマルチパスフェージング (海

面反射フェージング)が主な伝搬劣化要L対とな

る.移動局アンテナの小型化に伴って (すなわ

ち,ビーム幅の広いアンテナが用いられるに

従って),直接波 と海面反射波を共に主ビーム

で受信する低仰角運用時での信号強度の劣化が

回線設計上の大きな問題となっている.また,

電子情報通信学会誌4/'96
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蓑 l 衛星通信 (移動体衛星通信を除く)の伝搬劣化現象とその特徴および対策

i 降 雨 減 感 竃 肇 糟 製 野 対流綿シンチレ ショ ン 芦 電離圏シンチレーション

呈スボラディック帽 の雛

毒≡:角鰍 庭 芸 …芸冨急変す 笑?=志 望孟宗仰角の即 と ……芸芸)｣ 桝 数脚

書鵬 の人ききは地域依存書 雷禁慧 賢作は比較的小さい 続する

性人 墓 誌 禁 等 -lき墨 冒波数

蔓 … 度 禁 警 告誓 :E層
t の可能性大)

対 策 サイトダイバーシテ ほ 禁 誓讐 警 チ 特に債権的な対策は削 られていない送信電力制御

養2 移動体衛星通信の電波伝搬環境とその特徴 (表内の数値はL帯での目安傭)

サービス E性 質

8dB以内 !鵬 鮒 により多様 見通し内 (.般に見通し外では通信ー成立せず)LMSS-Ⅴ にほぼ拝flじ人体 (東部)による遮へいlOdB以内6dB以上数 fiZかそれ以下

(フェージング深さ*り 篭6dB以 ヒ 7dB以 L (最大では20d13EJヒ)(多様)毒郷 Z

･1 フェージングの深さ :信号強度累積分布の50-990/o'肺 *2 C/M :直接波成分電力と平均散乱披電力の比

航空衛星通信の場合には,直接波と反射波の伝 海面反射フェージングについては1980年代

搬遅延差が大きいので,周波数選択性フェ-ジ に国内外の各機関で精力的な研究がなされ,規

ングの性質をもつようになる. 在,回線設計に十分な精度を有する伝搬劣化推

VoL79,No.4
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定法が確立 されているr3).後述する陸上移動

体 ･パーソナル衛星通信 (総称 してLMSS)に

現れる複雑な電波伝搬環境に比べて現象が素直

(-粗面散乱理論が適用しやすい)であること

がモデル化に幸いしている.

陸上移動体衛星通信 (LMSS-V,1')の場合

は上記二つのサービス (MMSS,AMSS)の電

波伝搬環境に比べて取 り扱いが非常に難しい.

市街地,郊外地といった大雑把な分類は叶能で

あるが,その中でも遮へい ･回折 ･多重波伝搬

などさまざまな伝搬劣化要因が混在 して複雑多

岐である.このため,伝搬モデルも,まだ個々

の現象を表現するレベル (例えば,樹木による

滅衷や,孤立ビルの回折等)にとどまっている.

一方で,パーソナル通信サービス (LMSS-P)

の提供を目指した (低軌道)周回衛星システム

の実現が目の前に迫っており川ヾ｢5J,稼働率を精

度良く評価するための電波伝搬モデルが早急に

求められている.このようにニーズが先行する

中で,その期待に応えるべ く電波伝搬の研究が

進められている.これに関しては,4.で詳 し

く述べる.

3.降雨減衰と対策

3.1 降雨の性質

降雨減衰は周波数が高いほど大きな影響を受

け,10GHz以上の周波数が用いられる衛星通

信においては回線設計上最も大きな伝搬劣化要

因となる.降雨減衰の正確な把握は,降雨その

ちのの (統計的)性質を知ることに帰着する.

これまでに,年間総降水量や ]時間単位での降

水量データについては,世界各国の気象観測機

関によって膨大な蓄積がある.しかしながら,

1時間より短い時間の変動まで精度良く推定す

るにはもっと短い時間間隔 (-積分時間)で測

定した降雨強度分布が必要になる.これまで提

案されている降雨減衰推定法の大部分は降雨情

報として ｢1分間降雨強度｣の統計値を入力値

として計算を行う方法である(1).ここで 1分間

降雨強度 とは 1分 ごとの降雨量を60倍 し,

mm/hの単位で表した降雨強度である.

1分間降雨強度測定は気象観測機関の定常測

定ル-テンに入っていないので,伝搬研究者が

伝搬実験の一環として独自に取得したものや,

気象台の膨大なチャート記録から読み取 り,そ

れを解析 した結果が報告されている仰 -〔削.この

ようなデータがある地域は限られているので,

日本全国,あるいは全世界を対象とする場合に

は,入手可能なデータからの推定が必要になる.

年間総降水量や雷雨発生率から推定するRice-

Holmbergの方法(9)が世界的な標準になってい

るが,ロ本の場合には,雷雨よりは台風の影響

が支配的であるため,むしろ年間総降雨量から

推定する方が良いことが森[日により明らかにさ

礼,これに基づく推定法によって日本全国の 1

分間降雨強度マップも作成されている (6).

ところで,日本では1975年から気象庁によ

る地域気象観測システム (アメダス)が稼働し

ており,Ej本全回1,300か所以上 (平均 17km

間隔)でオンラインによるデータ収集が行われ

ている.アメダスの降水量測定は1時間ごとに

行われるため,ここで得られる降雨強度データ

は1時間降了購貞度データである.そこで,年間

総降雨量よりはるかに情報量の多い1時間降雨

強度データを用いた 1分間降雨強度分布の推定

法が,細失および筆者 らにより開発 されてい

る'm日 日.後者の手法によってアメダスデータ

から求めた日本全国の 1分間降雨強度のマップ

も作成されている(LZJ.

L述の推定法やそれに基づく推定値は,長い

年月を対象とする平年値である.H一方,年ごと

にみると降雨強度統計値は20-30%程度ばら

つ くことが知られている〔13'(川 .このため降雨

強度分布の安定 した推定値を得るには最低 10

年程度の観測が望ましい.それでも,非常に人

きな集中豪雨に見舞われると,それまでの 10

年間の統計値をその 1回の事象によって10%

も変えてしまう例がある -̀2).

3.2 降雨減衰推定法

降雨減衰推定法の確立は衛星通信初期のころ

からの大きなテーマであり,これに必要な伝搬

データの取得が国内外の機関で精力的に行われ

電子情報通信学会誌叶 96
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てきた.また,これらをベースとした種々の降

雨減衰推定法が提案されているが,基本的には

以下の概念 (基本式)に集約できる.

A(p)-γ(R(P))Le(P) (dB) (1)

すなわち,時間率 (♪)の関数で与えられる降

雨減衰量A(p)は,その時間率に相当するl分

に存在するときの減衰量 γ(R(A)) [減衰係数

(speclficattenuation),単位 dB/km]と降雨伝

搬路の等価通路長川柑JLe [単位 km]の積で表

される.減衰係数 γには,上述の降雨強度のほ

か雨滴の粒径分布や落下速度が,等価通路長

Leには雨域の高さや広が り,衛星仰角がパラ

メータとなる.

降輔-減衰推定法は,無線通信の国際的な諮問

機関であるITU-R (旧CCIR)の場で議論され,

それに基づき勧告手法が定められている(t5).勧

告手法は会議の都度,必要に応じて改訂されて

いるが,現在の勧告手法は筆者等の提案r-6)が

反映されたものになっている.時間率 0.01%

値に相当する減衰量を上記式(1)で求め,他の

時間率に対 しては時間率の関数のみで与えられ

る数式によって分布を決定する極めて簡易な手

法である.より実際に近い物理的特徴を取 り入

れたり,複数の時間率の降雨強度データを使用

した改良提案も盛んであるが,精度的に現行手

法を明確に凌駕するものはなく,ここ数年,本

質的な改訂はなされていない〔15J

最近は,その僅質がまだ解明されていない熱

帯地戴 (非常に激しい豪雨が多い)における降

雨観測や減衰特性(17),中緯度地域でもこれまで

対象外であった時間率0.001%以下の強雨に

よる減衰特性の解明(]8)に研究の視点が移って

いる.

3.3 降雨減衰対策

降雨減衰対策としては｢サイトダイバーシナ｣

が最も効果が大きい.これは,降雨城 (降雨セ

ル)のサイズ以上に離れた複数地点 (通常 2か

所)に地球局を置き,降雨減衰の小さい方の局

を選択 して通信を行う方式で,大きな効果が予

想されることは直観的にも自明である.これに

Vol.79,No,4

ついても実験データが積み重ねられ,実用的に

十分な精度をもつサイトダイバーシチ効果推定

法ができている(日.

新 しい技術として,次世代の放送型サトビス

等において検討が進められている ｢衛星資源適

応分配技術 (OnboardResourcesAdaptlVeShar-

ing汀19Jを紹介する.これは限られた衛星の資

派 (Onboardresources,例えば,電力や周波数)

を全体の余剰分 (マージン)の中から,不足 し

ているところに適応的に振 り分けようとするも

のである.図2はそのイメージで,各々のマル

チビームに対 して降雨減衰のあるビームに多く

の電力が振 り分けられている様子を示 してい

る.衛星電力を適応分配するシステムでは放送

型サービスのような衛星下り回線に対 してのみ

の効果となるが,衛星の送受信アンテナの指向

性を制御 して降雨エリアに鋭いビームを向ける

ことができるようになれば,上 り下 り両回線に

対して効果が期待でき,通信への適用も可能と

なる.

この方式の効果は,

① ビーム数

② 全体での電力マージン

③ 平均降雨エリアの大きさがサービスエリ

アの大きさに占める割合

④ エリア全体における降雨情報の正確な人

手方法

等に依存する.前述のアメダス降雨デ-夕やリ

アルタイムの降雨減衰デ←夕の利用を想定した

効果の定量的な把握についても検討がなされて

いる(20日21).予備的な検討ではあるが,日本全

体をビーム数 12でカバーするシステムでは,

アメダスデータのみの利用によって,不稼働率

を半分以下にできるという結果が得られてい

る'20).また,実際の受信強度情報を加えること

によって,更に大きな効果を有することも,戟

告されている(21).より詳細な検討のためには,

降雨の大規模空間相関特性の把握等,電波伝搬

の研究が重要である.

本方式は,資源の有効利用という点で非常に

合理的な対策であるが,降雨域の大きさに比べ
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図2 衛星資源 (-電力)適応分配による降雨減衰対策 全体の余剰電ノJの中

から降雨によって信号が減衰しているビームに集LP的に電力を割 り振る.小足し

ているところに余裕のあるものが余剰分を提供する ｢肋け合い精神｣の実践

て十分広いエリアを多数のビームでカバーする

方式に対 して大きな効果が得られる原理である

ため,日本の気象環境がそれに適しているか等,

電波伝搬やシステム設計の観点から,史に検討

が必要と思われる.

4. パーソナル衛星通信の伝搬環境と

衛星ダイバーシチ

4.i LMSS電波伝搬環境

将来,マルチメディアサービスを移動通信環

境で実現するための衛星通信ネットワークの一

つの形態として多数の衛星で構成される周回衛

星システムがある(1日5'.通信 リンクは ｢移動

ISDN｣を実現する一つのパイプを担うことに

なるため,固定系と同等に近い通信品質が望ま

れる. しかしながら,衛星回線は設計上 10dB

以上の人きなマージンをとることが 一般に国難

であり,ビル等による遮-いがあると通信がで

きなくなる.

陸上移動体衛星通信の電波伝搬の研究に関し

ては,これまで自動車走行時 (LMSS-Ⅴ)の伝

搬特性を明らかにするため,ETS-Ⅴ衛星など

の静止衛星を利用した伝搬実験や地上高所から

の電波を擬似衛星信号とみなした伝搬実験によ

り多 くのデータが取得 されている(22)･｢23).それ

にもかかわらず,実用的な (すなわち,回線設

計に利用できる)伝搬モデルはまだ確立されて

いない.これは,市街地,郊外地といった極め

て複雑な電波伝搬環境でのモデル化が非常に難

しいためである.加えて,最近では,非静止衛

星によるパーソナル通信 (LMSS-P)や衛星ダ

イバーシチ運用など,求められる電波伝搬モデ
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ルも多岐にわたっている.そのような中で,筆

者らのモデル化の試みを紹介する2̀1ノ′(26)

図 3はこれを示 したもので,三つの伝搬状態

(状態 A :見通 し内伝搬の状態,状態 B:樹木

等による中程度の遮-いが存在する状態,状態

C:ビルや両等により直接波が完全に遮-いさ

れている状態)によって表現する伝搬チャネル

モデル (3状態モデル)である.それぞれの状

al
C O

直接波成分
女乱波成分

濁

＼､ 二

0- ＼a7;G;Y"i,d買;;5

状態A

発生確率

PA

状態B
LJLL

状態C
pc

図3 陸上移動体衛星通信の伝搬劣化要因と3状態伝搬モデ

ル 各々の状態でのレベル変動の確率分イドを調べ,これを

発生確率で重み付け加算すると全体の確率分布が求められ

る,3状態の遷移確率を調べれば,状態推移を表すマルコフ

モデルができる

__/ - - -~~~~~---~~苛 忘

態をその状態にあった確率密度関数で与え,

各々の状態の発生確率を考慮 して合成すること

により全体の確率密度関数が求められる.この

モデルによって,これまでの実測データをうま

く説明づけることができるrヨ… 5)

上記モデルによって求められる伝搬劣化量に

対する最 も支配的なパラメータは衛星見通 し率

(すなわち,状態Aの発生確率)である.この

値が小さいと信頼性の高いサービスが提供でき

ない. 日本の場合,仰角 300において,市街地

ではおよそ50%,郊外地で 80% と推定され

ている(2-I).最近,海外では魚眼レンズカメラを

用いて市街地等の画像データを取得 し,これを

解析 して各状態の発生確率を明らかにするとい

う研究が進められている′27'.今後,この種のデー

タが多く報告されてくるものと期待できる.

4.2 衛星ダイバーシチ

上述のように陸上移動体衛星通信 (LMSS)

では伝搬路遮へいの確率がかなり高 く,この克

服が大きな課題となっている.

この対策として,衛星数に余裕をもたせ 1地

点で複数の衛星にアクセス可能とし,その中か

ら常に最適な衛星 (-見通 し内にある衛星)を

㌔ 回衛星 LJJ逮 蔭 h;::-一一一一-----{,-,-｣メー一一一 ㍉ +----～ -一､ -､ ㌧ つ 無 私

ー×､=W2ら:感姦漂∴忠 -- ｣ 今√.梁 /〟 / ぎ ーー

臥

/ ∵ ∵ /

地上系ネッ トワーク

図4 非静止衛星通信システムにおける衛星タイバーシチのイメージ 一つの地点が複数の衛星のゾー

ンでカノー されている.端末の移動や衝Ii!の動きによって,伝搬状態は絶えず変化するが,常に伝搬状態

が最も良好な衝迫との通信を行うことによって,稼働呼の高いシステムが実現する
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選択 しつつ通信 を行 う衛星ダイバーシナがあ

る(281.この衛星ダイバーシチは宇宙部分が衛星

間通信で結ばれている構成によって初めて柔軟

な通信制御が可能となる.図4は衛星ダイバー

シテのイメージで地上の移動体が常に最適な衛

星にパスを切 り換えつつ通信回線を維持 してい

く様子を示 している.地上に端末をおいて通信

する場合でも,周回衛星では時々刻々衛星方向

が変っていくため,同様のダイバーシチ方式に

ょって通信 の高信頼化が実現で きる.高度

1.000kmの軌道 を想定 した場合,仰角 300以

上で最低 2機見えるためにはおよそ400機の衛

星が必要であるが,既に840機の衛星を用いる

システムの提案もなされてお り(29),決 して夢で

はない.

現在は,まだ伝搬モデル構築の段階にあり,

衛星ダイバーシテ方式の検討も緒についたばか

りである.予備的な検討ではあるが,1機のゾー

ンでしかカバーされない状態において 20dB必

要なマージン(郊外地)が,常時最低 2機のゾー

ンでカバーされるとダイバーシチ適用によって

5dBに減少する結果も得 られ2̀6',高稼働率化

の切札と期待できる.衛星ダイバーシチは,電

波伝搬のみでなく,回線制御法等システム的な

観点からの総合的な検討も必要である.

5. お わ り に

高い周波数帯が用いられる場合に最も重要な

問題となる降雨減衰と,マルチメディア時代の

一翼を担うと期待されるパーソナル衛星通信の

電波伝搬環境を取 り上げ,推定法確立に至る背

景に焦点を当てた.また,伝搬劣化の対策とし

て本稿が取 り上げた｢サイトダイバーシチ｣,｢衛

星資源適応分配技術｣,｢衛星ダイバーシテ｣は,

それぞれ形態は異なるものの,ダイバーシナ技

術 という点で共通する.これらの技術は新 しい

システムに対する新 しい試みであり,電波伝搬

の研究がベースとなって,より深い検討がなさ

れていくものと期待される.
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